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宮崎市議会市民参加型プラットフォームを活用した広報広聴事業に関する 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１．目的 

宮崎市議会市民参加型プラットフォームを活用した広報広聴事業（以下「本業務」

という。）では、デジタル技術を活用して多様な世代の市民と議会の距離を縮め、市

民に開かれた議会の実現を図ることを目的とする。 

また、市議会ホームページや議会SNS等とも連動し、より効果的な情報発信ができ

るような業者の選定を行う。 

 

２．業務の概要 

（１）業務名 

宮崎市議会市民参加型プラットフォームを活用した広報広聴事業 

（２）業務内容 

宮崎市議会市民参加型プラットフォームを活用した広報広聴事業業務委託要求仕

様書のとおり 

（３）履行期間 

契約締結日～令和９年４月３０日まで 

 

３．委託料に関する事項 

次の金額を超える提案は認めない。 

（１）本業務の見積上限額（消費税及び地方消費税を含む） 

委託料：１０，１２０，０００円 

（２）年度毎の見積上限額（消費税及び地方消費税を含む） 

令和５年度 １，９８０，０００円 

令和６年度 ２，６４０，０００円 

令和７年度 ２，６４０，０００円 

令和８年度 ２，６４０，０００円 

令和９年度 ２２０，０００円 

合計 １０，１２０，０００円 

 

４．プロポーザル方式により受託候補者を選定する理由 

価格のみによる競争では、目的を達成できない業者が選定される恐れがあることか

ら、専門的な技術・ノウハウを有する業者からの提案を受け、それらを評価し、受託

候補者を選定するため。 

 

５．プロポーザル方式及びその理由 

本業務においては、同様の業務実績を有する業者が複数おり、広く提案を受ける必
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要があることから「公募型」とする。 

 

６．参加資格 

企画提案に参加する者は、次に掲げる要件をすべて満たすものとし、複数の事業者

による業務の履行は認めるが、契約者は１事業者とする。 

なお、契約の履行の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。

主要な部分以外の第三者への委託に関しては、書面により発注者の承諾を得るものと

する。 

（１）宮崎市の競争入札参加資格者名簿に登録されている者であること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第１項に該当する者でないこと。 

（３）成年被後見人、被保佐人、契約の締結に関し同意権付与の審判を受けた被補助

人、営業を許可されていない未成年者及び破産者で復権を得ない者のいずれにも該

当しないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更正手続開

始の申し立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規程に基づ

く再生手続開始の申立てをしている者でないこと。 

（５）宮崎市税及び国税について滞納がないこと。 

（６）法人等にあっては役員等（個人にあってはその者）が宮崎市暴力団排除条例（平

成２３年条例第４７号）第２条第３号に規定する暴力団関係者でないこと。 

（７）参加申込書の提出期限から受注候補者の選定までの間に、宮崎市の競争入札に

おいて指名停止措置を受けていないこと。 

 

７．選定スケジュール 

実施内容 期日等 

実施要領等の公表 令和５年５月１日（月） 

参加申込に関する質問の提出締切 令和５年５月１２日（金）正午まで 

参加申込に関する質問の回答日 令和５年５月１６日（火） 

参加申込書の提出締切 令和５年５月２２日（月）午後５時まで 

参加資格審査結果の通知日 令和５年５月２４日（水） 

企画提案書等に関する質問の提出締切 令和５年５月２９日（月）正午まで 

企画提案書等に関する質問の回答日 令和５年６月１日（木） 

企画提案書等の提出締切 令和５年６月６日（火）午後５時まで 

プレゼンテーションの実施 令和５年６月１４日（水）予定 

評価結果の通知 令和５年６月１６日（金）予定 
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委託事業者の決定と契約締結 上記通知日以降 

※ただし、各実施日については、事務の都合等により変更の可能性あり。 

 

８．参加申込みの手続き 

（１）提出方法 

参加申込書兼誓約書（様式第１号）を、提出期限までに持参又は郵送（書留郵便に

限る）により事務局あて提出すること。 

※郵送後には、必ず電話連絡を行うこと。 

（２）提出期限 

①持参の場合 令和５年５月２２日（月）午後５時必着 

②郵送の場合 令和５年５月２２日（月）までの消印有効 

（３）結果通知 

 審査結果について、令和５年５月２４日（水）までに通知する。 

 

９．企画提案書等の提出について 

（１）企画提案書等の内容 

①企画提案書（様式任意） 

・「宮崎市議会市民参加型プラットフォームを活用した広報広聴事業に関する 

公募型プロポーザル企画提案書作成要領」に沿って記載を行なうこと。 

②見積書（様式第２号）及び見積金額の内訳書（任意様式） 

※記載する金額は、消費税及び地方消費税相当額を加算した額とし、その額をもっ

て提案価格とする。 

③機能要件一覧（様式第３号） 

（２）提出部数等 

・正本を１部、副本を８部提出。 

・提出書類は、上記書類番号順にセットして、任意のインデックス（見出し）を貼

り提出。 

※正本には、提案者名を記載し、見積書には押印（契約時に使用する印鑑）をする

こと。 

※副本には、会社名や会社を特定される部分を消して作成すること。（押印不要） 

※会社案内等の事業概要などがある場合は別綴りとすること。 

（３）提出方法 

持参又は郵送（書留郵便に限る）により事務局あて提出すること。 

※郵送後には、必ず電話連絡を行うこと。 

※提出期間内であれば、再提出（差替え含む）は可能とする。 

（４）提出期限 

①持参の場合 令和５年６月６日（火）午後５時必着 

②郵送の場合 令和５年６月６日（火）までの消印有効 
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１０．評価方法 

（１）評価基準 

別紙「宮崎市議会市民参加型プラットフォームを活用した広報広聴事業に関する公

募型プロポーザル提案書評価基準」のとおり 

（２）プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

・企画提案内容を確認するため、参加申込者の負担においてプレゼンテーション等

を実施する。 

・プロジェクターやスクリーン、電源以外の機器を使用する場合は参加申込者が準

備すること。 

①日  程  令和５年６月１４日（水）（予定） 

②場  所  市が指定する場所 

③出席者   １者につき、３名以内とする。 

④実施時間  １者につき、３０分以内とする。 

（プレゼンテーション２０分、質疑応答１０分を予定） 

（３）受託候補者の選定方法 

①宮崎市議会市民参加型プラットフォームを活用した広報広聴事業に関する公募型

プロポーザル選定委員会設置要綱第３条に規定する者が、提案内容の審査を行い、

評価基準に基づき採点を行う。 

②各採点のうち、最高得点と最低得点を除く採点結果を合計したものを合計得点と 

する。 

※最高得点及び最低得点が複数いる場合は、それぞれ１名分を除外する。 

③②の方法によって算出した合計得点が最も高い提案業者（以下、「最高得点者」 

 という。）を受託候補者として選定する。ただし、その者と合意に至らなかった 

場合は、次に合計得点の高い者から順に交渉を行う。 

④最高得点者が複数いる場合は、 評価項目の中で最も配点の高い「企画提案内容」

について、各評価者の合計得点（②と同様の方法）が最も高い参加者を受託候補

者とする。 

⑤上記にかかわらず、合計得点が満点時（全評価者人数分の満点の合計から２人分

を除いた点数）の５０％未満の場合には、受託候補者として選定しない。 

 

１１．質問について 

（１）質問の受付及び回答方法 

本プロポーザルに関する質問は、質問書（様式第４号）をメール又はＦＡＸにより、

事務局あて送付すること。なお、その際には必ず事務局へ受信確認の連絡を行うこと。

回答は宮崎市ホームページに記載し、個別には回答しない。 

（２）受付時間など 

①参加申込に関する質問 

告示日から令和５年５月１２日（金）正午まで 
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※回答は、令和５年５月１６日（火）までに行う。 

②企画提案書等に関する質問 

告示日から令和５年５月２９日（月）正午まで 

※回答は、令和５年６月１日（木）までに行う。 

※ただし、質問の内容が、企画提案書等の作成作業を進める上で、大きな影響を

及ぼすと判断されるものは、随時回答する。 

 

１２．評価結果の通知について 

評価結果は、参加申込者に対し、参加申込書兼誓約書（様式第１号）に記載された

電子メール宛に令和５年６月１６日（金）までに通知を行う。また、宮崎市ホームペ

ージにも審査結果を公表する。なお、評価結果通知に記載した内容以外の質問には回

答しない。 

 

１３．契約に関する基本事項について 

（１）契約方法 

優先交渉権を与える順位の決定後、順位が最も高い者と契約締結の交渉を行う。な

お、契約締結の交渉の結果、合意に至らなかったときは、次に順位が高い者と契約締

結の交渉を行う。 

（２）契約内容 

契約内容は、企画提案書等に基づき、契約を行う者とともに内容を確認のうえ、決

定するものとする。 

（３）契約保証金 

契約締結に当たっては宮崎市財務規則第１０５条の規定により、契約金額の１００

分の１０に相当する額以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし、同規則

第１０５条第１項各号に該当するときは免除できるものとする。 

（４）契約締結における個人情報の取り扱いについて 

契約締結に当たっては、別に定める個人情報取扱特記事項に従い、個人情報の保護

の重要性を認識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取り扱いに当た

っては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなけ

ればならない。 

（５）機密保持 

本契約に関連して知り得た業務上の機密情報を第三者に漏らしてはならない。また、

本業務遂行に当たっては「宮崎市情報セキュリティポリシー」（宮崎市ホームページ

に公開）を遵守すること。 

 

１４．その他 

・企画提案書等は、１者につき１案とする。 

・提出された企画提案書等は、返却しない。 

・企画提案書等の作成・提出等に要する費用は、提案者が負担するものとする。 
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・参加申込書の提出後に参加を辞退する場合は、参加辞退届（様式第５号）をメー

ル又はＦＡＸにより、事務局あて送付すること。なお、その際には必ず事務局へ

着信確認の連絡を行うこと。 

・企画提案書等の著作権は参加申込者に帰属する。ただし、本市が本プロポーザル

の評価及び議会報告等で必要と判断した場合は、企画提案書等添付書類の複製作

成及び内容を無断・無償で使用できるものとする。 

 

１５．問い合わせ及び提出先（事務局） 

担当部署：宮崎市議会事務局議事調査課（担当：谷山・島津） 

Ｅメール：50cyousa@city.miyazaki.miyazaki.jp 

住  所：〒880-8505 宮崎市橘通西一丁目１番１号 

電  話：０９８５-２１-１８８７ 

Ｆ Ａ Ｘ：０９８５-３１-０９７９ 


